日本経済、熊本県経済の概要
（平成18年度(2006年度)～平成29年度(2017年度)）
（注：各年度の説明及び経済成長率等の数値は、公表当時のものです。）

平成18年度(2006年度)の日本経済（「日本銀行　平成18年度業務概況書」序文より）
　平成18年度の日本経済は、生産・所得・支出の好循環が維持されるもとで、緩やかな拡大を続けました。また、消費者物価(除く生鮮食品)の前年比は、年末にかけて小幅のプラスを続けた後、19年入り後は原油価格反落の影響などからゼロ％近傍で推移しました。
平成18年度(2006年度)の熊本県経済（「平成18年度県民経済計算報告書」１概要より）

　平成18年度の本県の経済成長率は、名目＋0.3％、実質＋1.2％と、名目では2年連続、実質では4年連続のプラス成長となった。

これを生産面から見ると、新幹線関連工事の増加に伴い公共土木が伸びた建設業と前年度に引き続き高水準の操業を続けた半導体関連を中心とした製造業が成長に寄与した。

～中略～

県民所得は、＋0.7％と2年連続の増加となった。

企業所得については、建設業や製造業の営業余剰は増加したものの、その他の民間法人企業や公的企業、個人企業が減少したことにより減となったが、県民所得全体の6割以上を占める県民雇用者報酬と受取利子等の財産所得が増加したことによる。

平成19年度(2007年度)の日本経済
（内閣府経済社会総合研究所｢平成20年度年次経済財政報告｣、三重県政策部統計室「平成19年度三重県民経済計算　速報」より）
平成19年度の日本経済は、年度前半は外需の堅調さに支えられた企業部門の好調が続き回復傾向を維持しましたが、年度後半になると、サブプライム住宅ローン問題に端を発したアメリカ経済の減速、建設投資の落ち込みや為替レート、株価、原油価格の急変動などの影響から企業収益は減少に転じました。一方、家計部門では、個人消費は依然として賃金が伸び悩む中で足踏み状態となりました。この結果、経済成長率は名目１．０％、実質１．９％となり、名目で５年連続、実質で６年連続の増加となりました。
平成19年度(2007年度)の熊本県経済（「平成19年度県民経済計算報告書」１概要より）
平成19年度の本県の経済成長率は、名目＋1.0％、実質＋1.9％と、名目では3年連続、実質では5年連続のプラス成長となった。

　これを生産面から見ると、5年連続で製造品出荷額等が増加し、過去最高額を記録した製造業と、医療業や労働者派遣業を中心としたサービス業がプラス成長に寄与した。

～中略～

　県民所得は、＋2.0％と3年連続の増加となった。

これは、県民雇用者報酬、財産所得は減少したが、製造業や卸売・小売業、サービス業の営業余剰が増加したことにより企業所得が増加し、県民所得全体の増加に大きく寄与した。
平成20年度(2008年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成20年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より） 

【 日本経済の概要 】

平成20年度の日本経済は、前半はアメリカを中心とする金融不安、景気の減速、原油・原材料価格の高騰などから、緩やかながら弱まりを示した。一方、後半は、9月の米リーマン・ブラザーズの経営破たんに端を発する世界的な金融危機から世界同時不況と呼ぶべき事態に陥り、輸出の大幅な減少から企業部門が急速に悪化、さらに家計部門に波及し個人消費や住宅投資も減少した。この結果、経済成長率は、名目▲4.2％、実質▲3.7％（名目で6年ぶり、実質で7年ぶり）のマイナス成長となった。

【 熊本県経済の概要 】

平成20年度の本県の経済成長率は、名目▲3.2％、実質▲2.1％と、名目で4年ぶり、実質で6年ぶりのマイナス成長となった。これを生産面から見ると、製造品出荷額等が6年ぶりに減少に転じた製造業と、金融・保険業の減少がマイナス成長の主要因となった。
～中略～

県民所得は、▲6.5％と4年ぶりの減少となった。

内訳をみると、県民雇用者報酬は増加したが、受取配当などが減少した財産所得と、民間法人企業の営業余剰が減少した企業所得が県民所得減少の主要因となった。なお、一人当たり県民所得も昨年度より14万8千円減の226万5千円と、4年ぶりの減少となった。
平成21年度(2009年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成21年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】

　平成21年度の日本経済は、前年9月のリーマンショックの後の急速な景気悪化を経て、春頃から緩やかながら景気回復傾向を示した。新興国をはじめとする海外景気の改善が輸出を後押しし、国内ではエコカー減税・補助金や家電関連エコポイント制度などの経済対策が個人消費を増加させ、景気回復を牽引した。しかし経済活動の水準は低く、設備投資や住宅投資など他の民間需要でも弱い動きが続き、その結果、経済成長率は名目▲3.7％、実質▲2.4％となり、平成20年度に引き続きマイナス成長だった。

【熊本県経済の概要】

平成21年度の本県の経済成長率は、名目▲3.1％、実質▲2.2％と、平成20年度に引き続きマイナス成長となった。これを生産面から見ると、製造業や建設業をはじめとして多くの業種で総生産額が減少し、全体でもマイナス成長となった。

～中略～

県民所得は、対前年度比▲3.7％と２年連続で減少となった。
内訳をみると、県民雇用者報酬の減が最も影響が大きいが、財産所得と企業所得もマイナスとなり、県民所得を減少させた。なお、一人当たり県民所得も昨年度より7万4千円減の218万3千円と２年連続で減少した。
平成22年度(2010年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成22年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】
日本経済は、平成20年9月のリーマンショック後の大幅な景気悪化を経て、平成21年春頃
から外需と経済対策の効果にけん引されて持ち直しの動きが続いた。
平成22年度にはこれに猛暑効果も加わったが、一方で輸出の弱さが次第に明確になると
ともに急激な円高がマインドに影響を及ぼし、秋に入ると猛暑効果の反動やエコカー補助
金終了の影響も加わって、景気は足踏み状態となった。その後、平成23年に入って再び景
気が持ち直す中で、東日本大震災が発生し、生産活動が急速に低下した。
このように、平成22年度の日本経済は、年度後半に景気の足踏みがあったものの、前半
の持ち直しが寄与した結果、経済成長率は名目＋1.1％、実質＋3.1％と、いずれも3年ぶり
にプラス成長となった。
【熊本県経済の概要】
平成22年度の熊本県の経済成長率は、名目＋2.0％、実質＋3.1％と、3年ぶりにプラス成
長となった。これを生産面から見ると、第３次産業は横ばいだったものの、農業や製造業、建設業がけん引して、第１次産業と第２次産業で総生産額が増加し、全体ではプラス成長となった。
～中略～

県民所得は、対前年度比＋3.6％と3年ぶりの増加となった。
内訳をみると、県民雇用者報酬はほぼ横ばい、財産所得は減少したが、企業所得で民間法人企業が大きく増加したことから、県民所得全体では増加した。
平成23年度(2011年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成23年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】
日本経済は、平成22年秋以降アジアでの生産調整を背景に輸出の弱さが次第に明確になるとともに、猛暑効果の反動やエコカー補助金終了の影響もあって、足踏み状態になった。

しかし、平成23年に入ると輸出が徐々に持ち直し、国内においても生産や消費の一時的な落ち込みが緩和していくのに伴い、景気は再び持ち直しに転じつつあった。

そのような中、平成23年3月11日に東日本大震災が発生。東北地方を中心に甚大な被害が発生したのみならず、サプライチェーンの寸断や電力供給の制約、原子力災害等を通じ、被災地以外にも広く経済的な影響を及ぼし、景気全体でも弱い動きが目立つようになった。

その後、サプライチェーンの立て直しによる生産の持ち直しなどを背景に、景気は持ち直しに転じたが、夏頃には欧州政府債務危機が再燃、円高も進行し、秋にはタイの洪水の影響も加わって、景気は停滞気味となった。平成24年に入るとこうした要因が薄まり、エコカー補助金の復活に伴う自動車関連の生産増加などもあって、景気は回復に向かった。

平成23年度はこのように大きな動きが見られた結果、日本の経済成長率は名目▲1.4％、実質＋0.3％となった。
【熊本県経済の概要】
平成23年度の熊本県の経済は、当初、平成22年度末に発生した東日本大震災により、サプライチェーンの寸断などで生産活動が低下し、九州新幹線全線開業による観光面の効果も限定的なものに止まるなどの影響を受けた。

その後、サプライチェーンの復旧に伴い、製造業は一時的な低操業状態を脱して堅調に推移し、夏頃からは関西方面からの来客が増加するなど観光面での効果もあって、県内景気は緩やかな持ち直しの動きが続いた。

このような状況の中、平成23年度の熊本県の経済成長率は、名目＋1.5％、実質＋3.4％と、2年連続でプラス成長となった。

平成24年度(2012年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成24年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】
日本経済は、平成24年夏場にかけて東日本大震災からの復興需要や政策効果の発現により、景気の回復傾向が見られた。しかし、欧州政府債務危機を背景に海外景気が減速し、さらにエコカー補助金が終了すると同時期に輸出の減少が生じ、復興需要による下支えがあったにも関わらず日本の景気は下向きとなった。

また、尖閣諸島をめぐる状況の影響により中国からの旅行者の減少や輸出・生産等への影響が見られた。その後、年末の政権交代後の財政政策や金融政策などのアベノミクス効果により景気は上向きで推移した。

このような動きが見られた結果、平成24年度の日本の経済成長率は名目▲0.2％、実質＋0.7％となった。
【熊本県経済の概要】
熊本県の経済は、平成24年度当初はエコカー補助金や九州新幹線全線開業効果などにより緩やかに回復していた。しかし、欧州政府債務危機の影響による減速に加え、平成24年7月12日に九州北部豪雨が発生し、さらに平成24年9月にはエコカー補助金が終了したことにより景気は下向きとなった。

その後、九州北部豪雨災害の復旧工事や政権交代後の経済対策、金融政策への期待感から住宅投資などが徐々に持ち直しの動きを見せるとともに個人消費も好調に推移した。また、円安の影響により外国人観光客が増加し、観光客数も増加した。

このような状況の中、平成24年度の熊本県の経済成長率は、名目▲0.0％、実質＋0.2％となった。
平成25年度(2013年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成25年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】
日本の経済は、平成24年秋以降、アベノミクス効果から円安方向へ動き、株価は上昇した。また、エコカー補助金の終了に伴う反動減から自動車販売は低迷していたが、平成25年度後半から持ち直した。

平成25年の景気の持ち直しを最初にけん引した個人消費では、株価上昇による資産効果や消費者マインドの改善が背景となっている。

その後、アメリカや中東向けの自動車輸出の増加や尖閣諸島を巡る状況の影響で落ち込んだ中国向け輸出の持ち直しなどを背景に成長を押し上げた。

さらに、東日本大震災からの復旧・復興を背景に公共投資も継続的に成長を下支えし、消費税率引き上げを控えた駆け込み需要などの影響も見られた。

このような動きが見られた結果、平成25年度の日本の経済成長率は名目＋1.8％、実質＋2.1％となった。
【熊本県経済の概要】

熊本県の経済は、九州北部豪雨や海外経済の減速などから、平成24年後半にかけて厳しい状況だったが、金融緩和や財政出動などのアベノミクス効果を背景に、平成25年にかけて徐々に回復の動きが見られた。

その後、平成25年央以降に海外需要の持ち直しや円高の是正、九州北部豪雨災害の復旧工事の本格化などがあった。

さらに、個人消費や住宅着工で、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要が見られた一方で、年度末にかけて増税に対する警戒感などから消費マインドの低下が見られた。

このような動きが見られた結果、平成25年度の熊本県の経済成長率は、名目▲0.1％、実質＋0.1％となった。
平成26年度(2014年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成26年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】
日本の経済は、個人消費については、平成26年4月の消費税引き上げ以降、消費マインドの低下とともに低所得層などでの節約志向が高まった。

企業収益については、消費税引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響により一時的に足踏みがみられたものの、総じて改善傾向で推移しており、平成26年度の企業収益は過去最高水準となった。さらに、企業収益の拡大が賃金上昇や雇用拡大につながり、消費の拡大や投資の増加を通じて更なる企業収益の拡大に結び付くという経済の好循環が回り始めた。

また、輸入物価の上昇や経済全般の需給の改善を受け、消費者物価は緩やかに上昇した。

一方、名目賃金の上昇が物価上昇を下回り、実質総雇用者所得が抑えられたことに加え、設備投資や輸出が伸び悩んだ。

このような動きがみられた結果、平成26年度の日本の経済成長率は名目＋1.5％、実質▲1.0％となった。

【熊本県経済の概要】

熊本県の経済は、平成25年度の国の緊急経済対策や九州北部豪雨災害の復旧工事が一段落したことなどから公共事業が落ち込みをみせた。

また、消費税増税前の駆け込み需要の反動から新設住宅着工戸数が減少したが、年度末に持ち直しの兆しもみられた。

さらに、夏場の天候不順があったものの、個人消費は緩やかな回復基調であった。有効求人倍率も１倍を超える高水準で推移した。

このような動きがみられた結果、平成26年度の熊本県の経済成長率は、名目＋0.5％、実質▲1.0％となった。
平成27年度(2015年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成27年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】
平成27年度の日本経済は、企業収益が過去最高水準で推移する中、雇用者数が増加し、完全失業率が20年ぶりの低水準となるなど、総じてみると、緩やかな回復基調が続いた。

ただ、年度後半にかけては、中国を始めとするアジア新興国や資源国等の景気が下振れし、円高や株安など、金融資本市場の変動の中で、企業や消費者のマインドに足踏みがみられ、個人消費が力強さを欠くなど、弱さもみられた。

このような結果、全体としては国の経済成長率は名目＋3.0％、実質＋1.4％となり、緩やかな伸びとなった。
【熊本県経済の概要】

電子部品・デバイスをはじめとする製造業の生産が高水準で推移したほか、高齢化の進展による、保健衛生・社会事業の伸びや、外国人観光客の増等による宿泊・飲食サービス業の伸びがみられた。

一方、卸売・小売業や、九州北部豪雨災害に伴う復旧工事が一巡した建設業では厳しい面がみられた。

このような結果、平成27年度の熊本県の経済成長率は、名目＋1.8％、実質＋0.1％となった。
平成28年度(2016年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成28年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】
日本経済は、平成28年前半には中国を始めとする新興国経済や資源国経済が減速したことから影響が懸念されたが、後半には資源価格の安定化や為替レートの円高の動きが一服する中で、海外経済の回復を背景に輸出や生産が持ち直し、企業収益も過去最高水準となった。

また、財政金融政策による政策的な下支えにより、住宅投資や公共投資も底堅く推移した。

雇用や所得環境については、有効求人倍率が上昇し、失業率がさらに低下しているなど、引き続き改善が続いている。こうした中で、個人消費についても持ち直しの動きがみられるなど、日本経済は穏やかな回復基調が続いた。

このような動きがみられた結果、平成28年度の日本の経済成長率は、名目＋0.7％、実質＋0.9％となった。
【熊本県経済の概要】

前年度から製造業の生産が高水準で推移するなど、経済の拡大が期待されていた本県において、新年度入りした平成28年4月、熊本地震が発生した。地震により、多数の住宅が全半壊となり、断水や停電、ガス供給が停止し、道路や鉄道なども一時通行止めとなり、生活に影響が出た。また、半導体をはじめとした製造業は、建物や設備が損壊するなど、多数の企業が操業停止となった。

熊本県の経済への被災の影響が心配されたものの、製造業においては迅速な設備の復旧により業種に差はあるものの生産は持ち直し、災害復旧工事の本格化により公共工事が増加し、損壊した家屋の再建のため住宅投資も持家を中心に大きく伸びた。

このような動きがみられた結果、平成28年度の熊本県の経済成長率は、名目＋4.6％、実質＋3.9％となった。
平成29年度(2017年度)の日本経済及び熊本県経済

（平成29年度　熊本県民経済計算　熊本県経済の概要より）
【日本経済の概要】
日本経済は、海外経済の緩やかな回復に加え、新興国におけるスマートフォンの普及拡大やＩｏＴの拡大などを背景に情報関連材の需要が世界的に増加していることから、生産や輸出が持ち直し、こうした動きを背景に企業収益は過去最高を更新した。

雇用・所得環境については、雇用者数が高い伸びを続けるとともに、一人当たり賃金も緩やかに増加する中で、個人消費も緩やかに持ち直した。

また、技術革新や人手不足への対応や急増するインバウンド需要を背景に民間企業の設備投資も改善するなど、日本経済は緩やかな回復基調が続いた。

このような動きがみられた結果、平成29年度の日本の経済成長率は、名目＋2.0％、実質＋1.9％となった。
【熊本県経済の概要】

平成28年4月の熊本地震により甚大な被害を被った熊本県経済は、その後の迅速な復旧・復興事業により製造業や建設業が大きく増加し、平成28年度はここ数十年間で一番高い成長率となった。

平成29年度においても、引き続き復旧・復興等の公共工事が増加し、損壊した家屋の再建により住宅建築も持家を中心にさらに大きく伸びた。

このような動きがみられた結果、平成29年度の熊本県の経済成長率は、名目＋2.8％、実質＋2.8％となった。
